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熱供給事業法に基づく「熱供給事業」は、オフィスビル、ホテル、住宅等の冷暖房用に、

〇加熱もしくは冷却した「温水」、「冷水」、「蒸気」を

一ヶ所等の熱供給施設（エネルギープラント）でまとめて製造し、

〇それらを熱導管によって、複数（2つ以上）の建物へ

供給する、

〇加熱能が21ギガジュール/ｈ以上の事業。 ▲熱導管のイメージ

地域熱供給方式
（地域冷暖房）

省エネ、省CO2
省スペース化

屋外機

屋外機

冷暖房設備

熱供給施設

蓄熱水槽

個別熱源方式

熱供給事業
（DHC=District Heating and Cooling）とは

冷水往き
7℃

冷水還り
14℃

温水往き
50-60℃

温水還り
40-50℃

冷暖房用の熱エネルギーを
地域単位でまとめて製造・
供給し、地域の未利用エネ
ルギーも活用できる、スマー
トな都市のスタイル。
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地域熱供給（DHC）の発展の歴史

省エネルギー

●容積率緩和

●熱供給事業法施行

●第一次オイルショック

●自由化（電気･ガス･熱）●地球温暖化対策推進法施行

●第二次オイルショック

●大気汚染防止法

写真出典：OGCTS、一般社団法人 日本熱供給事業協会ウェブサイト

◇1970年の大阪万博を契機に大阪千里ニュータウンに日本初のDHCが誕生した。

◇以降、DHCは役割を大気汚染防止から省エネルギー性能やBCP性能を強化

しながら、時代のニーズに応えながら、地域と共に進化･発展してきた。

1970

千里中央ニュータウンの現在

大気汚染防止

20201990 20001980 2010

BCP強化

●東日本大震災

千里中央DHC誕生

地域と
共に発展

●熱電一体供給

http://www.jdhc.or.jp/
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発展期 再構築期普及期

4

DHCの歴史と適用技術の変遷

創成期

1975年 1990年 2000年●1970年

蒸気ボイラ･電動ターボ冷凍機･蒸気タービンターボ冷凍機･吸収冷凍機

未利用エネルギー（河川水、下水熱、地下水、海水、変電所排熱、雪氷熱など）

ヒートポンプ･蓄熱空調システム

コージェネレーションシステム 熱電併給 面的利用･大容量化

ヒーティングタワー付ターボヒートポンプ･成層型水蓄熱槽

氷蓄熱システム

燃料電池 大型化

特定電気事業 自営線による熱電併給

大温度差搬送システム

冷熱

温熱
（温水･蒸気）

給湯
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DHCの販売熱量の年度推移と適用技術の変遷

●熱需要を集約化しているスケールメリットを活かした取り組み
地域に賦存する未利用熱（河川水熱･変電所排熱など）の活用、大型の分散型
電源など、建物単位では導入が難しい技術･システムを積極的に導入してきた。

●先端技術導入の先導的役割
熱供給施設の設備･システムに対して、様々な新技術を先導的に適用し、現在
普及している様々な製品･技術の普及に貢献する役割を果たしてきた。

普及期

創成期

発展期

再構築期

様々な技術を適用して普及に貢献

日建設計総合研究所作成

2011年

http://www.jdhc.or.jp/
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環境・エネルギーを取り巻く社会状況の変化と課題1.

社会課題の解決に貢献するDHCのソリューション2.

社会課題の解決に向けたDHCの役割3.

2050年に向けたDHCの進化4.

http://www.jdhc.or.jp/
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20502010 2030
現在

2011
東日本大震災

計画停電

2018
西日本豪雨

全道広域停電

パリ協定
目標

近い将来 少し遠い将来

温室効果ガス排出量を
2013年度比26%減

2015
常総水害

BCP
BCD

脱炭素

建築ｽﾄｯｸ
の飽和

災害への備え

少子
高齢化

熱需要
の減少 担い手不足

RE100

CO2ﾌﾘｰ
水素

電気
熱供給

自由化
ガス

自由化

2016、2017～

卒FIT再エネ
全量買取
制度

ｴﾈﾙｷﾞｰ
市場取引

自由化

供給サイドの変化

SDGs
への対応

ESG投資

2019
千葉長期停電

2040

IoT、AI等のICTの進展
Society

5.0
Xaas情報･サービスの高度化

環境･エネルギーを取り巻く社会状況の変化

需要サイドの変化

日建設計総合研究所作成

2020

http://www.jdhc.or.jp/
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⚫ 課題1：低炭素社会から脱炭素社会への動き
⚫ 課題2：技術革新に伴うサービス形態の多様化と複雑化
⚫ 課題3：自然災害への備えと国際競争力の強化
⚫ 課題4：地方創生

将来に向けた

需要サイドの変化
●温室効果ガス排出量削減に向けた対応

●企業における環境経営への対応

将来に向けた

供給サイドの変化
●エネルギーの多様化･双方向化への対応

●様々な市場創出と取引活性化に向けた対応

将来に向けた

情報･サービスの変化
●Society 5.0の実現に向けた対応

●包括的なサービス提供に向けた対応

将来に向けた

災害への備え ●自然災害や異常気象に起因した多様な非常時対応

将来に向けた社会状況の変化に対する課題の整理

社会状況の変化を踏まえた

行政の重点施策

●地方創生、地域資源を活用した持続可能な地域づくり（人口減少･高齢化）

●エネルギー転換･脱炭素化へのイノベーション･投資促進（水素利活用等）

グリーンな経済システムの構築（SDGs､ESG投資等）

社会状況の変化を踏まえた

ビル事業者の目標

●グローバル化･･･スマートシティー（IoT活用･新技術･企業誘致･雇用創出）

●ひと･･･ひとが繋がるまちづくり（QOL向上）、強靭化･安心･安全（BCD）

●環境･･･持続可能で循環型･自然調和型社会の実現、ICTを活用し価値提供

解決すべき社会課題を
整理すると

http://www.jdhc.or.jp/
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環境・エネルギーを取り巻く社会状況の変化と課題1.

社会課題の解決に貢献するDHCのソリューション2.

社会課題の解決に向けたDHCの役割3.

2050年に向けたDHCの進化4.

http://www.jdhc.or.jp/
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社会課題の解決に貢献するDHCのソリューション

9

解決すべき社会課題

自然災害への備えと
国際競争力の強化

DHCの強みを活かした４つのソリューション

技術革新に伴う
サービス形態の
多様化と複雑化

Solution2 街区のエネルギーマネジメント

低炭素社会から
脱炭素社会への動き

Solution1 街区全体の低･脱炭素化

Solution3 街区の強靭化（BCD）

地方創生 Solution4 地方創生に向けたまちづくりとの連携

災害時対応･都市強靭化への貢献

再エネ大量導入時の電力需給調整への貢献

低炭素･脱炭素化への貢献

地方創生の取組への貢献

課題1

課題2

課題3

課題4

・DHCが持っている強みと実績を活かして、４つのソリューションを

提供し、2030年に向けた社会課題の解決に貢献する。

http://www.jdhc.or.jp/
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凡例

CT：冷却塔、EG：非常用発電機
CGS：ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ R：熱源機
BEMS：ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ
AEMS：ｴﾘｱｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

需要家

需要家
需要家

新規開発ビル

排熱

サブプラント

他エリア熱融通

蓄熱槽

CGS

EG

自営線

AEMS

CT

BEMS

BEMSBEMSBEMS

電力

熱（冷熱･温熱）
電気

情報

R R R

地中･地下
水熱

変電所
排熱

清掃工場
排熱

発電

太陽熱 下水熱

河川･海

河川水･海
水熱

未利用熱･再エネ熱

未利用熱

再エネ熱

街区全体の低･脱炭素化ソリューション

①-3 DHCネットワークの拡大
（スパイラルアップ効果）

①-1 用途ミックスによる負荷（電力･熱）の平準化

①-2 高効率大型CGS、
高効率大型熱源機の導入

②-1 蓄熱システムの導入

②-2 未利用エネルギーの活用 ②-3 搬送エネルギー
最小化システムの導入

②-4 需要家との連携制御システムの導入

① スケールメリットを活かした省エネ技術の提供

1) 用途ミックス※による負荷（電力･熱）の平準化

2) 高効率大型CGS、高効率大型熱源機の導入によるさらなる効率向上

3) DHCネットワークの拡大（スパイラルアップ効果）

② 高度な省エネ技術や新技術の提供

1) 蓄熱システムの導入

2) 未利用エネルギーの活用

3) 搬送エネルギー最小化システムの導入

4) 需要家との連携制御システムの導入

都市ガス

日建設計総合研究所作成
DHC

※様々な用途の複数建物をさす

http://www.jdhc.or.jp/
https://www.pinterest.com.mx/pin/802414858582389584/
https://www.pinterest.com.mx/pin/802414858582389584/
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駅

業務

145,000㎡

業務

145,000㎡

ホテル

50,000㎡

商業

40,000㎡

病院

20,000㎡

DHC

11

街区におけるDHCの低･脱炭素化インパクト（大都市）

駅の乗降者数※1 200,000人/日

建物用途 容積対象面積

業務（約11,000人の執務者）※2 145,000㎡

業務（約11,000人の執務者）※2 145,000㎡

ホテル（客室250室相当）※3 50,000㎡

商業 40,000㎡

病院（病室300床相当）※4 20,000㎡

合計 400,000㎡
モデル概念図

熱電一体供給モデル
※1 JR東日本（品川駅程度の乗降者数）
※2 専有面積を10㎡/人、レンタブル比75%と想定
※3 80㎡/室、共用部･バックヤードを60%と想定
※4 厚生労働省調査資料より想定

大都市モデルの概要

想定：一般社団法人 日本熱供給事業協会資料、アドバイザー：芝浦工業大学村上研究室

街区のイメージ

http://www.jdhc.or.jp/
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大都市モデルにおける低･脱素化効果

100%

57%

35%

0%

20%

40%

60%
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100%

2013年 2030年 2030年

街
区
全
体
の
C
O
2
排
出
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43%減

12

65%減

（全電源） （調整可能電源）

街区におけるDHCの低･脱炭素化インパクト（大都市）

【熱源概要】熱電一体供給モデル
・冷熱源 6,600 RT
・温熱源 62 GJ/h(給湯含)
・CGS GE 3,000 kWx2+SOFC 1,200 kW×1
・蓄熱槽 6,610m3

・INVターボ冷凍機 600 RT×2
・ターボ冷凍機 900 RT×2
・ジェネリンク 900 RT×2
・蒸気吸収 900 RT
・蒸気ボイラ 33 t/h
・中水HP（都市未利用） 3 GJ/h

【計算条件】
・負荷 空気調和･衛生工学会
「エネルギーシステムの設計データベース」より
2013年【基準】：2013年熱供給事業便覧データ
2030年の進化 ：

冷熱負荷･給湯負荷10％削減
電動冷凍機 COP6.8 CGS 51%
熱媒温度差 10℃ 各ポンプインバータ制御

2030年CO2排出量原単位
「長期ｴﾈﾙｷﾞｰ需給見通し(H27.7資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁)」

より引用 システムシミュレーション分析：芝浦工業大学 村上研究室

http://www.jdhc.or.jp/
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エネマネ･オペレート支援

需要家

需要家

需要家

需要家

排熱

CGS

EG

自営線

AEMS

CT

BEMSBEMSBEMS

熱（冷熱･温熱）

電気

情報

R R R
蓄熱槽

Cloud

➀-2 多様なエネルギーに
対する柔軟性の向上

②-1 需要家との情報連携により需要家の
熱･電気の最適制御

③-1 AIを活用した最適運転制御

街区のエネルギーマネジメントソリューション

電力

ガス

太陽光 風力

Bio

GAS
Hydrogen

H2

水力

再エネ由来の電力
水素、バイオガス等

凡例

CT：冷却塔、EG：非常用発電機
CGS：ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ R：熱源機
BEMS：ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ
AEMS：ｴﾘｱｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

③-2 常駐の専門オペレーター
によるまちの省エネサポート

日建設計総合研究所作成
DHC

➀幅広い電力需給調整機能･サービスの提供

1) CGSや蓄熱槽を活用した電力需給調整機能

2) 多様なエネルギーを受け入れる柔軟性の向上

②需要家との連携による街区全体の最適なエネルギーマネジメントの提供

1) 需要家との情報連携による需要家の熱･電気の最適制御

③専門の常駐運転員による街区サポートの提供

1) 運転ノウハウのAI活用によるさらなる最適運転化

2) 常駐の専門オペレーターによるまちの省エネサポート

①-1 CGSや蓄熱槽を活用した電力需給調整

http://www.jdhc.or.jp/
https://www.pinterest.com.mx/pin/802414858582389584/
https://www.pinterest.com.mx/pin/802414858582389584/
https://www.pinterest.com.mx/pin/802414858582389584/
https://www.pinterest.com.mx/pin/802414858582389584/
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街区の強靭化（BCD）ソリューション

外構照明

X

需要家

需要家
需要家

需要家

排熱

CGS

EG

自営線

AEMS

CT

BEMS

電力

都市ガス

熱（冷熱･温熱）電気

情報

R R R 蓄熱槽

防災用水

生活用水
災害時

（停電･断水のケース）

冷却塔補給水

外構照明

指定公共機関
一時滞在施設等
（学校など）

非常時電力供給

OIL

オイル
（重油・

軽油等）

CGS

EG

上水

双方向

②-1 復興時の需要家支援

①-2 災害時には蓄熱槽水等を
街区の防災･生活用水として活用

①-3周辺公共施設等への非常時電気供給

①-1 日常使用する設備を活かした
災害時の電気・熱供給

凡例

CT：冷却塔、EG：非常用発電機
CGS：ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ R：熱源機
BEMS：ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ
AEMS：ｴﾘｱｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

非常時には熱供給導管
内の保有水も活用

X

BEMS BEMS

日建設計総合研究所作成
DHC

➀日常の供給設備を活用した災害時の電気･熱供給の継続

1) 日常使用する設備を活かした災害時の電気･熱供給

2) 災害時には蓄熱槽水等を街区の防災･生活用水として活用

3) 周辺公共施設等への非常時電気･熱供給

②信頼性の高い運転管理･技術を地域資源として提供

1) 復興時の需要家支援

http://www.jdhc.or.jp/
https://www.pinterest.com.mx/pin/802414858582389584/
https://www.pinterest.com.mx/pin/802414858582389584/
https://www.pinterest.com.mx/pin/802414858582389584/
https://www.pinterest.com.mx/pin/802414858582389584/
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・地方創生には、地域経済の活性化が重要となる。このために、コンパクトシ

ティ政策によるエネルギー需要の集中化に合わせ域内の行政･企業による地域

エネルギー事業を立ち上げる等、まちづくりとエネルギーを連携させる取組み

の推進が、その一つの解決策になる。

15

「まちづくりとエネルギーの連携」

都市機能をまちの中心部集約化することで、エネル
ギー（電気･熱･情報）の集約化も図れ、新たな地域
エネルギー事業立ち上げにも寄与する。

域内の行政･企業による
地域エネルギー事業の立ち上げ

地域に賦存している再エネや清掃工場等の電力と熱
を利用する事業により経済性が向上する。これによ
り、エネルギー地産地消と域外移出を目指す。

コンパクトシティ政策による
中心部へのエネルギー需要の集中化 ＋

清掃工場

バイオマス材
（チップ等）

コージェネレーションの電気･排熱

新電力事業
熱供給事業

電力･熱

再エネ供給

投資や資金

庁舎等の

公共施設

地域の工場

電力･熱の販売

経済効果

大都市

電気と排熱

地産の熱

地産の電気

病院

地域経済の活性化のイメージ
日建設計総合研究所作成

コンパクトシティ・プラン
出典：国土交通省「コンパクトシティーの形成に向けて」

https://www.mlit.go.jp/common/001083358.pdf

http://www.jdhc.or.jp/
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病院
需要家需要家 需要家

DHC

排熱

CGS

EG

自営線
AEMS

CT

BEMS

電力

ガス

熱（冷熱･温熱）

電気

情報

R R R

地域に賦存する再エネ由来の熱･ガス

蓄熱槽

遠隔監視

庁舎等の公共施設

指定公共機関
一時滞在施設等

（学校など）

Cloud

遠隔地

外構照明

清掃工場

16

電気･熱･情報の集約化

地方創生ソリューション

Bio

GAS
Hydrogen

H2

地中･地下
水熱 太陽熱

河川･海

河川水･海
水熱

メガソ－ラ― 風力水力

バイオマス材
（チップ等）

チップ

新電力

①-1 地域エネルギー事業による
エネルギーの地産地消と域外移出

②-1 再生可能エネルギーと
未利用エネルギーの活用

②-2 需要家との情報連携による
需要家の熱と電気の最適制御

③-1地域の災害対策拠点の機能
強化と復興支援

凡例

CT：冷却塔、EG：非常用発電機
CGS：ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ R：熱源機
BEMS：ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ
AEMS：ｴﾘｱｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

BEMS BEMS BEMS

日建設計総合研究所作成

① 地域経済の活性化

1) 地域エネルギー事業によるエネルギーの地産地消と域外移出

② 地域の低･脱炭素化とエネルギーマネジメント

1) 再生可能エネルギーと未利用エネルギーの活用

2) 需要家との情報連携による需要家の熱･電気の最適制御

③ 拠点エリアの強靭化

1) 地域の災害対策拠点の機能強化と復興支援

http://www.jdhc.or.jp/
https://www.pinterest.com.mx/pin/802414858582389584/
https://www.pinterest.com.mx/pin/802414858582389584/
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駅

ホテル
15,000㎡

庁舎

20,000㎡

病院
10,000㎡

業務
30,000㎡

業務
30,000㎡

商業
15,000㎡

DHC

ペデストリアン
デッキに熱導管

DHCから
電力
供給

17

DHCの低･脱炭素化インパクト（地方都市）

駅の乗降者数※1 25,000人/日

建物用途 容積対象面積

庁舎（約1,000人の執務者）※2 20,000㎡

病院（150床相当）※3 10,000㎡

ホテル（客室125室相当）※4 15,000㎡

商業 15,000㎡

業務（約2,250人の執務者）※5 30,000㎡

業務（約2,250人の執務者）※5 30,000㎡

合計 120,000㎡

モデル概念図
熱電一体供給モデル

※1 JR四国（高松駅程度の乗降者数）
※2 専有面積を10㎡/人、共用部を全体の50%と想定
※3 厚生労働省調査資料より想定
※4 60㎡/室、共用部･バックヤードを50%と想定
※5 専有面積を10㎡/人、レンタブル比75%と想定

地方都市モデルの概要
コンパクトシティを想定

想定：一般社団法人 日本熱供給事業協会資料、アドバイザー：芝浦工業大学村上研究室

再生可能エネルギーの導入
（太陽光発電設備 580kWの導入）

街区のイメージ

http://www.jdhc.or.jp/
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46%減

地方都市モデルにおける低･脱素化効果

18

68%減

（全電源） （調整可能電源）

DHCの低･脱炭素化インパクト（地方都市）

【熱源概要】
・冷熱源 2,000RT
・温熱源 14GJ/h
・CGS 500kWx2 SOFC 200kW
・蓄熱槽 2,185m3

・INVターボ冷凍機 300RT×2
・ジェネリンク 250RT×2
・ガス焚冷温水発生機 300RT×2
・空冷HPチラー 290RT
・中水HP(都市未利用)      0.4GJ/h

計算条件
・負荷 空気調和･衛生工学会
「エネルギーシステムの設計データベース」より
2013年【基準】：2013年熱供給事業便覧データ
2030年の進化 ：

冷熱負荷･給湯負荷10％削減
電動冷凍機 COP6.8 CGS 44%
熱媒温度差 10℃ 各ポンプインバータ制御

2030年CO2排出量原単位
「長期ｴﾈﾙｷﾞｰ需給見通し(H27.7資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁)」

より引用 システムシミュレーション分析：芝浦工業大学 村上研究室

http://www.jdhc.or.jp/
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環境・エネルギーを取り巻く社会状況の変化と課題1.

社会課題の解決に貢献するDHCのソリューション2.

社会課題の解決に向けたDHCの役割3.

2050年に向けたDHCの進化4.

http://www.jdhc.or.jp/
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社会課題の解決に貢献するDHCの役割

20

解決すべき
社会課題

DHCの強みを活かした
４つのソリューション

エネルギートランスレーター
（エネルギー転換者）
として、さまざまなエネルギーを有効に活用

エリアエネルギーサービスプロバイダー
（サービス提供者）
として、地域のエネルギー需給の最適化に寄与

レジリエンスサポーター
（強靭化支援者）
として、地域の強靭化を支援

4つのソリューションを
実行するDHCの３つの役割

2.街区のエネルギー
マネジメント

1.街区全体の
低･脱炭素化

3.街区の強靭化
（BCD）

4.まちづくりとの連携

技術革新に伴う
サービス形態の
多様化･複雑化

自然災害への備えと
国際競争力の強化

地方創生

低炭素社会から
脱炭素社会への動き

• DHCが提供する4つのソリューションを実行するにあたり、DHCが地域において

担うべき役割を整理すると、エネルギートランスレーター、エリアエネルギー

サービスプロバイダー、レジリエンスサポーターの3つに集約される。

http://www.jdhc.or.jp/
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副生･輸入

河川･海

・政策に対応したエネルギー転換が急速に進む中、エリア内の需要家設備や既存

の地域導管を大きく変えることなく、状況の変化に応じて様々なエネルギーを

コーディネートし街区へ供給することにより、エリア内の低･脱炭素化を実現。

・スケールメリットを活かした高効率なCGSや熱源等の導入と、個々の建物では

取り込み難い再エネ・未利用エネを導入し、地域全体で効率的に活用する機能を

活かし、さらに低炭素な熱･電気を街区へ供給する。

21

エネルギートランスレーターの役割

日建設計総合研究所作成

エネルギートランスレーターの役割

多様なエネルギー源を選択し、付加価値のあるエネルギーに変えて届ける

ガス

地中熱

熱

低炭素化した電気･熱の供給

清掃工場

H2
Bio Gas

下水熱

下水

河川･海水熱

水力

太陽光

風力

太陽熱
排熱

多様化

多様化

多様化

発電

電力

大規模発電所 CO2フリーH2余剰電力

LPG･LNG

DHC

DHC

DHC

DHC連携･融通
(スパイラルアップ効果)

他街区DHCとの省エネ･省CO2の効用を共有

http://www.jdhc.or.jp/
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油 1%

天然ガス 24%

石炭 15%

電気 1%

22

エネルギートランスレーターの事例（1）

① 海外での先進的な事例（デンマーク、State of Green）

・デンマークのDHCでは、現在、エネルギー消費の約60％を再生可能エネルギーで

賄っている。2035年には、カーボンニュートラルを目指している。

・大規模な太陽光集熱による熱と風力発電などの変動する電気を熱に変換し、

それらの熱を日単位や季節間で需給調整し、変動する価格変動にも対応している。

石油

原子力 水力

都市

工場等から
の廃熱

ガス

未来の
エネルギー

石炭

太陽光・
熱

地熱・地中熱

廃棄物

風力

バイオマス

中継所

蓄熱槽
CHP

産業施設

住居

住居

商業施設
温熱・冷熱
プラント

地域熱導管

＜多様なエネルギーから熱を製造し、熱導管で送配熱する地域熱供給システム＞

地域熱供給の全体概念図
出典：State of Green

再生可能エネルギー
（排熱含む）

デンマークのDHC
現状のエネルギー消費内訳

2035年にはカーボンニュートラルを目指す

59%

http://www.jdhc.or.jp/
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エネルギートランスレーターの事例（２）

中之島二・三丁目地域DHC（河川水熱利用） 東京臨海副都心地域DHC（清掃工場排熱利用）

② 未利用エネルギーの活用事例（中之島二･三丁目地域DHC、東京臨海副都心地域DHC）

・DHCならではのスケールメリットとノウハウを活かして、長期にわたり地域に

未利用エネルギーの効用をもたらし、高い効率を維持している。

・東京臨海副都心では、清掃工場の排熱を利用した熱供給を実現している。

事業性を高めるために、高効率機器の優先運転など運転管理を徹底している。

有明清掃工場

オートストレーナ

取水口設置の風景

出典：東京臨海熱供給出典：関電エネルギーソリューション

未利用エネルギーの導入事例

http://www.jdhc.or.jp/
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エネルギートランスレーターの事例（３）

③ スパイラルアップ効果の事例（大丸有地区）

・新設プラントとの接続等によりエネルギーネットワークを拡大し、街区全体の

継続的な高効率化（スパイラルアップ効果）を実現している。

④ 技術イノベーションの事例（大丸有地区）

・DHCは大型冷凍機やCGS、蓄熱の業務展開を担ってきた。近年でもそうした事例

が多い。さらに当地区では都市ガス燃料から直接発電が可能となる固体酸化物形

燃料電池（SOFC)を最先端の取り組みとして導入された。

連携

スパイラルアップ効果+技術イノベーションの事例（大丸有地区）
出典：丸の内熱供給

丸の内ビルディング
出典：三菱地所

出典：三菱日立パワーシステムズ

http://www.jdhc.or.jp/
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電力

変動電源（風力･太陽光）

未利用･再エネ熱等

・需要家との双方向性というDHCの特質を活かし、空調･給湯の熱需要や電力需要情報

の受信、節電情報等の発信といった幅広い情報連携を行うことによって、需要家の

低･脱炭素化に貢献。

・DHC保有設備を活用したDR対応に加え、需要家の負荷制御や需要家側のCGSや

蓄熱槽等との連携を行うことにより、街区全体のDRやVPPを実現でき、今後の

再生可能エネルギー大量導入時における大規模な電力需給調整に貢献。

25

エリアエネルギーサービスプロバイダーの役割

日建設計総合研究所作成

エリアエネルギーサービスプロバイダーの役割

需要サイドと供給サイドで変動するエネルギーを双方向で調整･安定化する

DHC

蓄熱槽

CGS

安定化電源（大型発電所）

電気の需要変動

熱の需要変動

熱の需要変動

電気の需要変動

都市ガス管

バイオガス･水素等

取引市場

¥¥¥
価格変動

BEMS

BEMS

発電機

双方向のエネルギー調整･安定化

情報連携

DR

ガス

熱

需要家Ａ

需要家Ｂ

供給変動

変動

変動

http://www.jdhc.or.jp/
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エリアエネルギーサービスプロバイダーの事例（1）

① 需要家連携の事例（田町駅東口北地域DHC、みなとアクルス）

・需給の相互連携が出来る組織づくりや、需要と供給の情報連携による見える化

によって、需要家側と供給側が一体となって、まち全体の省エネルギー、CO2の

削減への取り組みが開始されている。

電気･熱･情報によるネットワーク事例
みなとアクルス

出典：東邦ガスウェブサイト

需給連携による最適化の事例
田町駅東口北地域DHC

出典：東京ガスエンジニアリングソリューションズウェブサイト

http://www.jdhc.or.jp/
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エリアエネルギーサービスプロバイダーの事例（2）

需要家向けの保守サービスの事例
芦屋浜高層住宅地域DHC

出典：六本木エネルギーサービス

② 需要家設備の保守サービス事例（芦屋浜高層住宅地域DHC）

・熱の供給販売のみでなく、ユーザー側熱設備の点検・整備・修繕や保守管理も

含めて、専門ノウハウ活用地域密着型サービスを展開している。

③ 自動車への電力供給の事例（六本木ヒルズ地域）

・需要家の駐車場に充電スタンドの設置が進んできており、DHCの熱電一体供給の

サービスによりエネルギーの利用先も広がりを見せている。

自動車へのエネルギー供給の事例
需要家の駐車場に設置された充電スタンド

コージェネレーション
（CGS）

電気

出典：芦屋浜エネルギーサービス

系統電力

×

ガス

住戸内熱設備修理

http://www.jdhc.or.jp/
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・DHCが日常的に使用するCGS、蓄熱槽の槽内水、地域導管保有水等を活用し、

災害時に電力･熱･水を供給することにより、街区の強靭化(BCD)に貢献する。

・災害復興時には、DHCに常駐する運転員が、地域の復興のサポート役を担うこと

で、まちの復興にも貢献する。

28

レジリエンスサポーターの役割

日建設計総合研究所作成

停電･断水

災害復興時の

サポート

自営線

非常時電力供給

平常時に活用している設備･人を非常時にも活用し、まちの機能を維持する

レジリエンスサポーターの役割

DHC

ガス

水

電力

X

X

非常時の電力･熱･水の供給による

街区の機能維持

防災用水

生活用水

CGS

EG

EG

外構照明
指定公共機関

一時滞在施設等
（学校など）

非需要家

需要家

蓄熱槽
槽内水

CGS

地域導管内保有水

供給を継続できた場合

災害時
地震･台風など

http://www.jdhc.or.jp/
https://www.pinterest.com.mx/pin/802414858582389584/
https://www.pinterest.com.mx/pin/802414858582389584/
https://www.pinterest.com.mx/pin/802414858582389584/
https://www.pinterest.com.mx/pin/802414858582389584/
https://www.pinterest.com.mx/pin/802414858582389584/
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レジリエンスサポーターの事例（1）

29

① 災害時の電気･熱の供給（六本木ヒルズ地域DHC）

・2011年の東日本大震災の際には、中圧ガス供給によりCGSによる発電が継続

できたことから、発電電力の余力分と建物の節電分とを合計した電力を東京電力

に提供し、電力不足の解消の一助となった。

② 災害時の電気･熱の供給（札幌市都心地域DHC)

・2018年北海道胆振東部地震による全道広域停電の際に、強靭なプラント設備と

熱導管設備を活用して、熱と電気の供給を継続した。これにより、一時

滞在施設や災害復興拠点となる公共施設における機能維持に貢献した。

札幌市都心地域DHCの事例
出典：札幌市出典：森ビルの総合震災対策資料より

災害時情報配信システム
来街者･居住者への情報提供

CGSによる電力供給

六本木ヒルズ地域DHCの事例

出典：六本木エネルギーサービス

http://www.jdhc.or.jp/
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2030年以降に向けたDHCの進化のイメージ
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2030年、DHCは、３つの役割をさらに拡大して、地域の総合コーディネーター役
を担いつつ、さらに進化を続ける

DHC

DHC+E

DHC+EM

技術イノベーション

熱＋電気＋水の強靭化

需要家連携

異業種
エネルギー連携

需要家
保守サービス

エネルギー
トランスレーター

エリア
エネルギーサービス
プロバイダー

レジリエンス
サポーター

スパイラルアップ

復興支援

TEC

DTE

DHC+E

DHC+EM

熱と電気を供給する事業へ

熱導管で接続されない地域との

情報連携･エネルギーマネジメント

電気･熱の制御を地域全体に展開

運用･保守など

総合的なコーディネーター

TEC

DTE

DHC

？

日建設計総合研究所作成

2030年に向けたDHCの進化のイメージ

DHC+E：DHC + Energy

DHC+EM：DHC + Energy Management

DTE：District Total Energy

TEC：Total Energy Coordinator

http://www.jdhc.or.jp/
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環境・エネルギーを取り巻く社会状況の変化と課題1.

社会課題の解決に貢献するDHCのソリューション2.

社会課題の解決に向けたDHCの役割3.

2050年に向けたDHCの進化4.

http://www.jdhc.or.jp/
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① 脱炭素化の急速な進展

2050年の想定される社会

② 少子高齢化と人口減少

③ 都市の集約化･複合化･多様化

④ Society5.0が描く未来社会へと進化

Society5.0で実現する社会イメージ
出典：内閣府ウェブサイト「Society5.0資料」

https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/society5_0.pdf

http://www.jdhc.or.jp/
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社会の変革を受けたDHCの役割の進化
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DHC

TEC
DTE

エネルギー
トランスレーター

エリア
エネルギーサービス
プロバイダー

レジリエンス
サポーター

DHC+EM

DHC+E

日建設計総合研究所作成

DHCの役割の進化のイメージDHC+E

DTE

DHC+EM

DHC

DTS
District Total Service

さらなる脱炭素化やエネルギーにおける需給形態の変化に対応すると共に、ビッ

グデータを活用した都市や街区の強靭化と活性化、そして街の魅力向上に資する

新たなサービスの提供を図ることにより、DHCは「DTS（District Total Service、

地域総合サービス事業）」へ進化していく。

TEC

●AIを活用したエネルギーコーディネート機能の拡大
●新たな再エネ･未利用エネの取込み
●街区間エネルギーネットワークの拡大

●エネルギー需給サービスの拡大
●様々な地域サービスの拡大
●ビッグデータを活用した新たなサービスの提供

●BCD強化による国際競争力のさらなる強化
●様々な防災サービスの提供

http://www.jdhc.or.jp/
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DTSが提供する新たなサービス（Xaas）

DTSでは、これまで取得･蓄積してきたデータに加え、設備の運用ノウハウ等も

データベース化して様々な業種のデータと融合させ、AIやクロス分析手法なども

活用しながら、QOL※向上にも寄与する新たなサービス（Xaas）を創出していく。

DTS
District Total 

Service

（地域総合サービス
事業）

IaaS Infrastructure as a Service

情報･エネルギーインフラの活用サービス（非常時の供給等）

LaaS Logging as a Service

ロギングされたセンサーデータを地域サービスに活用

MaaS Mobility as a Service

自動車＋運転＝移動手段の提供

EV充電拠点のシェアリング

SaaS Softｗare as a Service

データを活用したアプリ開発

複数のユーザーが閲覧･編集（データシェアリング）

PaaS Platform as a Service

情報･エネルギーインフラデータ活用（AI分析など）

XaaS

日建設計総合研究所作成

XaaSに至る様々なサービス

※生活の質（Quality of life）をさす

http://www.jdhc.or.jp/
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DHCプラントと３つの役割とがコアとなり、エネルギーネットワークを拡張しな

がら地域に密着した様々なサービス提供し脱炭素化とまちづくりに貢献する。

高度な管理
技術

地域に密着し
た
営業

地域ともに成長するサービス産業へ

DHC+EM
地域外との情報連携･エネマネ

電気･熱の制御を

地域全体に

DTE

熱と電気を供給する事業へ

バーチャルエネルギー
管理サービス

ソフトで繋がったバーチャルエリア
建物管理代行

レジリエンスサポーター

エリアエネルギーサービスプロバイダー エネルギートランスレーター

ソフトウェアサービス
SaaS

複数ユーザーへの
データシェアリング

ロギングデータ
サービスLaaS

IoTセンサデータなどを
サービスに活用

データシェアリング

サービス
運転ノウハウ情報化による

高度な技術提供と継承

環境形成サービス
・QOL向上 etc.

DHC+E

運用･保守の総合

コーディネーター

TEC
復興サービス

RaaS
官公庁との情報交換による

状況や必要物資の
情報発信

災害時サービス
DaaS

災害復興時サポート
街の情報集約し避難場所や情報

を提供

エネルギー取引サービス
IaaS

環境・価格・付加価値
など多様な要素を選択できる

エネルギーを供給

DHC

モビリティサービス
MaaS

・移動手段と人との情報連携
・エネルギー補給拠点

入居者･居住者･来訪者
サービス

・個人に合わせた室内環境
・ルーム予約サービス
・セキュリティサービス
・イベント情報提供

サービス etc.

一般社団法人 日本熱供給事業協会作成

DTS エネルギー
ネットワーク

業種･エリアを超えた
エネルギーネットワーク形成

http://www.jdhc.or.jp/
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2050年にDTSが活躍する都市のイメージ
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2030

DTSが活躍する都市のイメージ
日建設計総合研究所作成

2050

DTSは、エネルギーネットワークを拡張しながら、地域に密着した様々なサービス
を提供し地域と共に脱炭素社会の実現と賑わいのあるまちづくりを推進する。

居住者サービス
（Residents）

来訪者サービス
（Visitors）

モビリティ
サービス

MaaS

ソフトウェア
サービス

SaaS

インフラ
サービス

IaaS
入居者・居住者・来訪者

QOL

再生可能エネルギー
未利用エネルギー等の活用

エネルギーの多様化 データの蓄積･活用
広域データベース
地域データベース

エネルギーネットワークの拡張

DTS

DTS

データネットワークの拡張

地域に密着した
様々なサービス（XaaS)の提供

入居者サービス
（Workers）

DTS

DATABASE

環境価値
ｸﾚｼﾞｯﾄ等

調整市場

複合化･多様化した都市

コーディネート役

http://www.jdhc.or.jp/
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余剰再エネ電気の水電解

¥¥¥

・DTSは、街区や地域間におけるエネルギーと情報の双方向性を更に拡大・強化。投入エネルギーの極小化を

図りつつ、柔軟に再生可能エネルギー等を選択。更に、自らと需要家が保有する分散エネルギー源（DER）

を活用し、大規模なエネルギー需給調整を実現。また、地域に密着した様々なサービス（XaaS）の提供、

環境価値の流通媒介等、地域とともに脱炭素社会と賑わいのあるまちづくりの実現に貢献していく。
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「ゼロ・カーボンＤＨＣ」を目指して
ＤＨＣ、そして更に進化したＤＴＳは、そのスケールとフレキシビリティを最大限に
活用し、「2050年カーボンニュートラル」の実現に貢献します。

１次エネルギー側 需要家側（街区）

電力

熱

データネットワークエネルギーネットワーク

電気の需要変動

熱の需要変動

熱の需要変動

電気の需要変動

BEMS

BEMS

発電機

需要家Ａ

需要家Ｂ

地域に密着したサービスの提供
●需要家アグリゲートによる街区VPP･DRの実施
●需要家への環境･経済価値配分、ZaaS、DaaSの提供等

電力市場
プラント

CGS

情報連携

ゼロカーボン
DHC

（DTS）

エネルギートランスレーター機能の進化 エリアエネルギーサービスプロバイダー機能の進化

太陽熱 下水熱

河川･海

河川水熱
海水熱

地中熱
地下水熱

変電所排熱
再エネ熱

脱炭素化された

電力

太陽光 風力水力 清掃工場
発電

Bio

GAS
Hydrogen

H2
カーボンニュートラル

ガス

需要家側ＤＥＲ

蓄熱槽

プラント側ＤＥＲ

環境価値等
XaaS

2050年におけるDHC（DTS）のイメージ

投
入
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
最
小
化

多様なエネルギー源を柔軟に選択
●市場を活用し、VPPを含めた経済価値･環境価値をやり取り

※1 ZaaS：Zero-carbon transition as a Service
※2 DaaS：De-carbonization as a Service

メタネーション等

貯蔵･搬送

CO2フリー水素の製造

http://www.jdhc.or.jp/
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ご静聴、ありがとうございました

※その他の地域熱供給事業に関する詳細は、
日本熱供給事業協会ＨＰへhttps://www.jdhc.or.jp/

http://www.jdhc.or.jp/

